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【Ⅰ 財務書類について】 

 

 １ 作成の基準 

   現在の予算、決算を示す会計制度では、その年度の収入の内容や、使途につい

て現金の動きが分かりやすい利点があるものの、これまで市が整備してきた施設

（資産）や借入金(負債)といったストック情報や、行政サービスを提供するため

に発生したコスト情報等を十分反映できていないと言えます。 

   こうしたなか、発生主義、複式簿記の考えを取り入れ、不足している情報を補

うものが、財務書類４表であります。 

   本市においては、平成２７年度までは「総務省方式改訂モデル」による、財務

書類の作成を行い、平成２８年度分より全国的に比較が可能である「統一的な基

準」による財務書類の作成を行っています。 

 

 ２ 統一的な基準による作成財務書類 

  （１）貸借対照表 

      貸借対照表とは、本市の資産状況を明らかにするとともに、その資産を

どのような負担によって形成してきたかを表したものです。過去の世代が

形成してきた資産と、将来世代が負担する負債の状況を把握することがで

きるもので、一般的に「バランスシート」と呼ばれます。 

  （２）行政コスト計算書 

      行政コスト計算書とは、年間の行政活動のうち、福祉サービスなど、資

産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその財源を対比させ、純

行政コストを表したものです。 

（３）純資産変動計算書 

      純資産変動計算書とは、「純資産」を構成する税収をはじめとする一般

財源や、現役世代への使途である純行政コスト、将来世代への使途である

固定資産形成に係る財源など、１年間の純資産総額について、期首・期末

の状況を表したものです。 

  （４）資金収支計算書 

      資金収支計算書とは、歳出の性質により「業務活動収支」、「投資活動収

支」、「財務活動収支」に区分し、全ての行政活動にかかる資金の出入り情

報について、それぞれの区分ごとに収支状況を表したものです。 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

純行政コスト計算書

　　　　　　　　借方
【どのような資産を持っているか】

　　　　　　　　貸方
【どのような財源で取得したか】

　　経常費用
　　　【資産形成を伴わない行政サービスに係る経費】
　　　　△

　　　経常収益
　　　【行政サービスの対価として得られた収入】
　　　　＋

　　　臨時損失【資産売却損等】
　　　　△

　　　臨時収益【資産売却収益等】

純資産変動計算書

　　　　　　　　　　　前年度末純資産残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　財源
　　　　　　　　　　　【市税や国県等補助金等】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　固定資産等の変動（内部変動）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　その他（無償所管替、資産評価差額等）

貸借対照表

資産

【将来にわたり行政サービスを提
供するための資源】

負債

【将来世代への負担】

純資産

【これまでに蓄積したもの】

資金収支計算書

　　　　　　　　　　　期首（前年度末）資金残高
　　　　　　　　　　　　　　　　＋
　　　　　業務活動収支
　【毎年度必要となる業務活動
　　の収支】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　投資活動収支
　【資産形成や投資、貸付金等
　　に係る収支】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

　　　　　　　　　　　　　　財務活動収支
　　　　　【市債、借入金などの借入、償還に係る収支】

基礎的財政収支

（プライマリーバラ

ンス）
※支払利息を除く

期末資金残高

＝

（うち現金預金）

＝

純行政コスト
【市税や交付税、国県支出金等が賄うべきコスト】

△純行政コスト

＝

本年度末純資産残高

純資産変動額

 ３ 財務書類４表の相互関係 
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事業用資産 庁舎、学校、保育所、市営住宅等の資産

インフラ資産 道路、橋りょう、公園等の社会基盤となる資産

物品 現金や基金等以外の動産

ソフトウェアなどの資産

投資及び出資金 有価証券や出資金等の資産

長期延滞債権 市税等の複数年にわたる未収金額等

長期貸付金 法人保育所施設整備貸付金等の１年以上にわたる貸付金

基金 合併振興基金、ふるさと振興基金等

徴収不能引当金 市税等の将来の不納欠損に備えた引当金

現金預金

未収金 市税等の１年以内の未収金額

短期貸付金 １年以内に償還予定の貸付金

基金 財政調整基金等

棚卸資産 売却可能な資産

地方債 地方債残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高

引当金 退職手当引当金、損失補償引当金

1年内償還予定地方債 地方債残高のうち翌年度償還予定額

未払金 市が負担することが確定している債務のうち翌年度に支払うもの

引当金 賞与等引当金

預り金 歳計外現金残高

これまでの世代が負担して蓄積された資産

資産の部

負債の部

純資産の部

２　流動資産

純資産合計

１　固定負債

２　流動負債

１　固定資産

⑴有形固定資
産

⑵無形固定資産

⑶投資その他
の資産

【Ⅱ 一般会計等財務書類】 

  

１ 共通事項 

  （１）対象会計 

     一般会計等とは、白山市の場合、①一般会計、②墓地公苑特別会計、③下

水道事業会計のうち地域下水道事業に係る分を統合した会計で構成され、

会計間の重複計上を除いたものです。 

  （２）作成基準日 

     平成３０年度末（平成３１年３月３１日）を基準日として作成しています。 

     なお、出納整理期間（平成３１年４月１日～令和元年５月３１日）におけ

る出納については、基準日までに終了したものとして取り扱います。 

 

 ２ 貸借対照表 

  （１）項目について 
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（端数長処理の関係で合計が一致しないことがあります） 

（市民人口は、基準日を平成３１年１月１日とした、１１３，７００人で算出） 

 

 

  （２）概要 

金額（百万円）
市民一人あた
り金額（円）

比率 金額（百万円）
市民一人あた
り金額（円）

比率

１　固定資産 204,435 1,798,021 97% １　固定負債 85,516 752,120 41%

198,380 1,744,767 94% 地方債 77,858 684,768 37%

事業用資産 131,156 1,153,527 62% 退職手当引当金 6,645 58,443 3%

インフラ資産 65,415 575,330 31% 損失補償等引当金 711 6,253 0%

物品 1,809 15,910 1% その他 302 2,656 0%

28 246 0% ２　流動負債 7,328 64,450 3%

6,027 53,008 3% 1年内償還予定地方債 6,863 60,361 3%

投資及び出資金 544 4,785 0% 未払金 8 70 0%

長期延滞債権 481 4,230 0% 賞与等引当金 374 3,289 0%

長期貸付金 449 3,949 0% 預り金 83 730 0%

基金 4,592 40,387 2% その他 0 0 0%

徴収不能引当金 ▲ 39 ▲ 343 0% 92,844 816,570 44%

２　流動資産 5,633 49,543 3%

3,138 27,600 1% 固定資産等形成分 206,786 1,818,698

81 712 0% 余剰分（不足分） ▲ 89,562 ▲ 787,704

8 70 0% 117,224 1,030,994 56%

2,342 20,598 1%

64 563 0%

徴収不能引当金 0 0 0%

210,068 1,847,564 100% 210,068 1,847,564 100%

資産の部 負債の部

⑴有形固定資産

基金

棚卸資産

資産合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

⑵無形固定資産

⑶投資その他の資産

現金預金

未収金

短期貸付金

貸借対照表

純資産の部

負債合計
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    資産は、土地や建物などの財産や貸付金、未収金などの権利等、将来にわたり行政サービスを提供するために使

用されるものです。 

    資産総額は、２,１００億６８百万円、市民一人あたり約１８５万円となっています。資産の９４％は、庁舎、学

校、保育所等の施設や土地といった事業用資産（６２％）と、道路、橋りょう、公園といったインフラ資産（３１％）

で構成されています。 

 

   ②負債の構成 

    負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければならない金額を表すもので、１年以内のう

ちに支払期限が到来する流動負債（８％）と、将来世代が負担することとなる固定負債（９２％）に分けられます。 

    負債総額は、９２８億４４百万円、市民一人あたり約８２万円となっています。負債の内訳の多くは学校、公民

館、保育所等の公共施設や道路、橋りょう等の社会インフラ施設整備のための市債であり、残高が、固定負債、流

動負債合わせて、８４７億２１百万円（９１％）となっています。 
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人件費 職員給与や議員報酬、賞与等引当金等

物件費等
消耗品、施設の維持修繕経費、事業用資産の減価償却
費等

その他業務費用 地方債の償還利子等

補助金等
公営企業会計への負担金や、他団体等への負担金、補
助金等

社会保障給付 児童手当や生活保護費、障がい福祉等への扶助費

他会計繰出金 各特別会計への一般会計からの繰出金

その他 補償費等のその他の移転費用

公共施設を使用した際に徴収する使用料や、証明書発
行手数料や配当金など

災害復旧事業費、資産売却損など

資産売却益など

行政コスト計算書

２　経常収益

３　臨時損失

４　臨時利益

⑴業務費用

⑵移転費用

１　経常費用

 ３ 行政コスト計算書 

 （１）計上する範囲 

    平成３０年度に市民に提供した行政サービスに要する費用のうち、資産形

成につながる支出を除いた現金支出に、賞与等引当金繰入額、減価償却費等

といった、非資金支出（実際の現金の支出を伴わないもの）を加えたものを

経常費用として計上し、使用料や手数料などを経常収益として計上します。 

    経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストに、資産売却損益等

の臨時損益を加えたものが、純行政コストとなります。 

  

（２）項目について 
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   （３）概要 

一般会計等行政コスト計算書 

（自 平成３０年４月１日 至 平成３１年３月３１日） 

 

 （端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金額（百万円）
市民一人あたり金

額（円）
比率

44,172 388,496 100%

１　業務費用 22,539 198,232 51%

人件費 6,324 55,620 14%

物件費等 15,378 135,251 35%

その他業務費用 837 7,361 2%

２　移転費用 21,633 190,264 49%

補助金等 12,615 110,950 29%

社会保障給付 6,279 55,224 14%

他会計繰出金 2,473 21,750 6%

その他 266 2,340 1%

1,657 14,573

42,515 373,923

867 7,625

440 3,870

42,942 377,678

項目

純行政コスト

臨時損失

臨時利益

行政コスト計算書

経常費用

経常収益

純経常行政コスト
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本市における、平成３０年度の一般会計等経常費用の総額は４４１億７２百

万円となっており、その内訳は、人件費が６３億２４百万円で１４％、物件費等

は維持補修費、委託料や減価償却費を含んだ額で、１５３億７８百万円で３５％

となっています。 

また、移転費用では、他団体や他会計への白山市の負担金、市内団体への補助

金などの補助金等が１２６億１５百万円で２９％、児童手当や生活保護費など

の社会保障費が６２億７９百万円で１４％となっています。 

これらの行政活動に対する使用料・手数料、財産収入等による経常収益は 

１６億５７百万円で、純経常行政コストは４２５億１５百万円となり、市民一

人あたりでは、約３７万円を要していることになります。 

また、固定資産の除却や災害復旧による臨時損失、臨時利益を加味した純行政

コストは４２９億４２百万円となっています。 
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前年度末の純資産残高

行政コスト計算書から転記される部分

地方税、地方交付税、地方譲与税等からなる「税収
等」、国庫支出金、県支出金等からなる「国県等補助金」

市場価格のある出資金の評価差額等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等無償所管替等

純資産変動計算書

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

資産評価差額

４ 純資産変動計算書 

 （１）項目について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）概要 

 

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります） 

 

   純資産変動計算書は、貸借対照表に計上されている資産から負債を差し引い

た純資産が、１年間でどのように増減したかの変動を表す計算書です。純行政

コストなどと市税や補助金などを比較し、負担を先送りしたかどうかがわかり

ます。 

平成３０年度の純資産変動額は、当年度の行政サービスにかかったコスト（純

行政コスト）を、税収や国県等補助金（財源）だけで賄うことができていない状

況となっています。  
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業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

投資活動支出

投資活動収入

財務活動支出

財務活動収入

基礎的財政収支
市債発行額及び基金繰入額を除いた歳入と公債費及び基金積立額を除いた歳出
のバランスを表すもの

業務活動
収支

投資活動
収支

財務活動
収支

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの
（人件費、物件費、補助費、扶助費等）
行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの
（市税、国県等補助金、使用料、手数料等）

災害復旧事業費等

臨時的にあった収入等

公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの金融資産形成に支出
したもの

土地などの固定資産売却収入、国県等補助金等

地方債や借入金等の元本の償還費

地方債や借入金等の収入

資金収支計算書

５ 資金収支計算書 

 （１）計上する範囲 

    平成３０年度における、一般会計等の全ての行政活動にかかる資金の収支

のみを計上するものです。 

    減価償却費や賞与等引当金繰入等、現金支出を伴わない収支については、計

上しません。 

 （２）項目について 
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  （３）概要 

 
（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）     

 

   業務活動収支で約４６億円の余剰、投資活動経費で約２８億円の収支不足が

発生しており、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は約２４億円の黒字と

なりました。 

   この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映され、

流動資産の増減に影響することとなります。 
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【Ⅲ 前年度比較】 

 １ 貸借対照表 

 （１）前年度貸借対照表との比較 

                                   

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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① 資産 

資産の部の総額は、前年度に比べ約２５億円の減となっています。 

有形固定資産は、固定資産台帳の精緻化に伴う過年度取得資産の減価償却費を計上したことにより、約２６億円減少し

ています。投資その他の資産では、市税等の長期延滞債権の減少があったほか、基金では合併振興基金及び過年度分のふ

るさと振興基金等の取崩しにより約１億７千万円減少しますが、故敷浪悦子様からのご寄付により創設した教育福祉基金

及び将来の公共施設更新に備えるための公共施設整備基金並びにふるさと納税の寄附額積立て等により、差引後３４百万

円の減少となっています。 

流動資産では、財政調整基金の積増し等で７１百万円の増となっています。 

 

② 負債 

 負債の部の総額は、前年度に比べ約２１億円の減となっています。 

 主な内訳としては、地方債償還額の減によるもので、約１７億円縮小となっています。負債は将来世代への負担となる

ため、今後も持続可能な財政運営を行っていきたいと考えています。 
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２ 行政コスト計算書 

 （１）前年度行政コスト計算書との比較 

 

 

   

経常費用では、移転費用が２億７５百円減少していますが、主な要因としては、

補助金等における企業立地助成金の減少や、その他では、横江町土地整理事業の

進捗に伴う物件等の移転補償費の減少によるものです。経常収益では、北陸新幹

線関連支障移設（加賀笠間駅東口駅舎）の完了や土地区画整理の受託事業等の減

によるもので、２億３５百万円の減少となり、これら差引の純経常行政コストは

平成２９年度に比べて１億３４百万円減少しています。 

臨時損失及び臨時利益の減少は、平成２９年度分において、固定資産台帳の精

緻化による資産異動と減価償却費の大幅修正があったことによるもので、平成３

０年度においても部分的な修正を行っています。 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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３ 純資産変動計算書 

（１）前年度純資産変動計算書との比較 

 

 

 

 本年度末純資産残高は、前年度に比べて約４億円減少して１,１７２億２４百

万円となっています。寄附・寄贈等の無償所管替等による資産増があった一方で、

国県補助金等の財源が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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４ 資金収支計算書 

（１）前年度資金収支計算書との比較 

 
 

 

   業務活動収支では、９１百万円の増加となっており、その内訳として、業務収

入では、北陸新幹線関連支障移設（加賀笠間駅東口駅舎）の完了及び土地区画整

理の受託事業収入や国県等の補助金収入が減少したことで２億７２百万円の減

収がありましたが、業務支出では、企業立地助成金や横江町土地区画整理事業に

おける移転補償費が減少したほか、平成２９年度と比較して除雪経費がかから

なかったことで３億７６百万円減少し、トータルでは引き続き黒字となってい

ます。 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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   投資活動収支は、１５億５百万円の改善となっており、その内訳として、投資

活動収入は、国県等の補助金収入及び財政調整基金取崩し額の減少により、１５

億１２百万円の減収がありましたが、投資活動支出では、松任文化会館の大規模

改修事業や道の駅「めぐみ白山」建設事業の完了による公共施設整備等支出の大

幅な減少により、３０億１７百万円の減額となっています。 

   財務活動収支は、公共施設整備等支出の減少に伴う新たな市債発行の減少に

より、大幅に減少しています。今後においては、合併特例債等の償還開始で財務

活動支出の増加が見込まれます。  

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、公債費の元利金償還額等の支出

（財務活動支出）と公債発行収入等の収入（財務活動収入）を除いた収支であり、

均衡していれば、毎年の政策的な経費が税収等の収入でまかなわれていること

になります。平成３０年度は２３億９１百万円のプラスとなっており、政策に必

要な経費を主に税入等で賄えている状態と言えます。 
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【Ⅳ】連結財務書類 

 １ 共通事項 

   本市では、一般会計等財務書類のほか、特別会計、公営事業会計など本市の全

会計を合算した、全体連結財務書類や、一部事務組合や第三セクターなどを合算

した、連結財務書類を作成しています。 

 

 （１）連結対象会計及び団体 

    一般会計等及び公営企業（事業）会計に加え、一部事務組合等、土地開発公

社、白山市の出資比率が２５％以上で市から、財政支援等が行われており、白

山市が実質的に主導的立場にあると認められる会社法人等を対象としていま

す。 
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（２）純資産変動計算書及び資金収支計算書の表記方法 

     連結財務書類については、純資産を固定資産等形成分と余剰分（不足分）

という内訳に分類していない連結対象団体があるため、連結純資産変動計算

書においては当該内訳を記載していません。また、連結資金収支計算書にお

いては、業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支といった本年度資金

収支額の内訳については記載を省略しています。ただし、全体連結財務書類

においては、純資産変動計算書における純資産の内訳及び資金収支計算書に

おける、本年度資金収支額の内訳については記載しています。 

 

（３）会計間の調整 

     一般会計等と公営事業（企業）会計、関係団体間の負担金、補助金及び事

業委託の関係などは、会計間の重複計上を除いています。 

     また、関係団体で未収金・未払金として計上しているもののうち、一般会

計等に対し、出納整理期間中に現金の支払・受取があったものは、支払・受

取が終了したものとして整理しています。 
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２ 貸借対照表 

 

 （端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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①資産の構成 

  連結での資産総額は３,３２８億２０百万円であり、一般会計等のみの場合に対

して１.５８倍となっています。これは、公営企業会計（約８５０億円）のほか、特

別会計や一部事務組合等の公共資産が加算されることによるものです。 

 

②負債の構成 

  連結での負債総額は１,９５１億６百万円であり、一般会計等のみの場合に対し

て２.１０倍となっています。これも資産同様に公営企業会計（約７７６億円）の

ほか、特別会計や一部事務組合等の加算によるものです。 

 

③純資産の構成 

  連結での純資産の総額は１,３７７億１４百万円で、一般会計等のみの場合に対

して１.１７倍となっています。資産合計に対する純資産の割合は４１.３８％とな

っており、一般会計等（５５.８０％）に比べて低い比率となっています
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３ 行政コスト計算書 

 

 
 

   

連結での経常費用は１,０１２億６４百万円であり、国民健康保険特別会計・後期

高齢者医療特別会計・介護保険特別会計（約２１４億円）、企業会計（約５３億）、石

川県後期高齢者医療広域連合（約１３７億円）及び病院事業（松任中央病院・つるぎ

病院）（約１０６億円）等が加算されるため、一般会計等のみの場合に対して２.２９

倍となっています。また、経常費用・臨時損失から経常収益・臨時利益を差引いた純

行政コストは８４４億８１百万円となっており、一般会計等のみの場合に対して 

１.９７倍となっています。 

 

 

 

 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 

 



- 23 - 

 

 ４ 純資産変動計算書 

 

 

 

 

連結での純資産残高は１,３７７億１４百万円であり、一般会計等のみの場合に

対して１.１７倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 
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 ５ 資金収支計算書 

 

 

 

 

  

連結での本年度末現金預金残高は１０４億３百万円であり、一般会計等のみの

場合に対して３.３２倍となっています。これは、収益性や経営の継続性を重視す

る、企業会計、病院事業等を含むため割合が高くなるものです。 

（端数処理の関係で合計額が一致しないことがあります） 

（連結対象団体によって会計基準が異なることから一部の記載を省略してあります） 

 


